
(単位　円)

学生生徒等納付金 1,169,303,000 1,186,570,700 △ 17,267,700

手数料 11,750,000 14,453,667 △ 2,703,667

寄付金 12,857,000 3,162,222 9,694,778

経常費等補助金 351,594,000 358,247,256 △ 6,653,256

付随事業収入 24,743,000 31,478,975 △ 6,735,975

雑収入 81,742,000 39,486,994 42,255,006

教育活動収入計 1,651,989,000 1,633,399,814 18,589,186

人件費 859,734,000 848,875,727 10,858,273

教育研究経費 485,843,000 496,941,325 △ 11,098,325

管理経費 307,530,000 300,926,898 6,603,102

徴収不能額等 0 4,129,892 △ 4,129,892

教育活動支出計 1,653,107,000 1,650,873,842 2,233,158

　　教育活動収支差額 △ 1,118,000 △ 17,474,028 16,356,028
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■　事業活動収支計算書の概要

2016（平成28）年度の法人全体の事業活動収入合計額は、1,667.0百万円となりました。これは、前年実績と比較する
と92.4百万円減少しています。要因は、ほぼすべての科目で収入額が前年を上回ったものの、雑収入が229.4百万円減
少したことが上げられます。
これは昨年に比べ退職者が減ったため、私学教育振興財団からの交付金116.3百万円、私立大学等退職金財団からの交
付金113.6百万円がそれぞれ減少したことが主な要因です。
学生納付金は117.0百万円増加しました。これは、学生・生徒・園児数が175名増加したことが要因です。
手数料が3.6百万円増加しました。これは、大学入試センター試験実施手数料2.8百万円が主な要因です。
付随事業収入は2.0百万円増加しました。

一方、法人全体の事業活動支出の部合計は1,694.2百万円となりました。これは、前年と比較すると244.0百万円減少
しています。
人件費は314.5百万円減少しました。これは、退職者の減少による退職金減少152.5百万円、教職員数減に伴う、教員
人件費減少85.5百万円、職員人件費減少15.5百万円、退職給与引当金繰入減少58.8百万円が主な要因です。
教育研究経費が29.4百万円増加しました。中学校・高等学校体育館・大学本館・東館・図書館などの修理に伴い消耗
品の増加7.3百万円、キャリア支援プログラムに伴う報酬委託料増加7.9百万円、奨学金は増加15.0百万円、セブ島語
学他研修に伴う委託費用の増加15.0百万円、啓明大学現地に係る研修費の増加3.0百万円が主な要因です。
管理経費が14.7百万円増加しました。大学東館及び幼稚園園舎の耐震診断に伴う報酬委託料9.8百万円、中学校・高等
学校の修繕費6.2百万円の増加が主な要因です。

結果、経営状態の指標となる、基本金組入前当年度収支差額は図書の除却21.6百万円もあり、27.3百万円の赤字とな
りますが、前年と比較すると149.0百万円好転しています。

事業活動収支計算書

平成28年 4月 1日　から

平成29年 3月31日　まで
学生・生徒・園児が納

める授業料や入学金等

の校納金収入のことで

す。事業活動収入の

72.6％を占めています。

国や地方公共団体等

からの助成金です。

総務・人事・財務・経

理等の業務に要する経

費、教職員の福利厚生

のための経費等です。

教職員に支払う給与等

のことです。事業活動

収入の52.0％に相当し

ます。

学生・生徒・園児の

教育研究のために支

出する経費等です。



受取利息・配当金 3,000,000 1,469,118 1,530,882

教育活動外収入計 3,000,000 1,469,118 1,530,882

借入金等利息 2,359,000 1,892,530 466,470

その他の教育活動外支出 0 12,646,538 △ 12,646,538

教育活動外支出計 2,359,000 14,539,068 △ 12,180,068

　　教育活動外収支差額 641,000 △ 13,069,950 13,710,950

　　　　経常収支差額 △ 477,000 △ 30,543,978 30,066,978

資産売却差額 0 0 0

その他の特別収入 0 32,106,240 △ 32,106,240

特別収入計 0 32,106,240 △ 32,106,240

資産処分差額 0 25,749,782 △ 25,749,782

その他の特別支出 0 3,078,000 △ 3,078,000

特別支出計 0 28,827,782 △ 28,827,782

　　　　特別収支差額 0 3,278,458 △ 3,278,458

0
60,000,000 60,000,000

△ 60,477,000 △ 27,265,520 △ 33,211,480

△ 41,077,000 △ 55,853,118 14,776,118

△ 101,554,000 △ 83,118,638 △ 18,435,362

△ 2,144,337,703 △ 2,144,337,703 0

0 63,712,039 △ 63,712,039

△ 2,245,891,703 △ 2,163,744,302 △ 82,147,401

1,654,989,000 1,666,975,172 △ 11,986,172

1,715,466,000 1,694,240,692 21,225,308事業活動支出計

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額

事業活動収入計

決　　　算 差　　　異

〔予備費〕

基本金組入前当年度収支差額

差　　　異
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当年度の収支のバラ

ンスを見ることがで

きます。事業活動収

入の△1.7％に相当

します。


